




































A Study on the Correspondence of the School in the Event of a Disaster
要旨
2017年９月15日受理
The purpose of this study is to analyze the practice of disaster prevention education in Wakayama
 
Prefecture in an empirical way from the viewpoint of problems and limitations of disaster prevention
 
education.We were able to obtain a certain suggestion about the role of the manual,how to use it,and the
 
measures of the regional cooperation through the examination of the Disaster prevention manual and the
 
evacuation training of the educational site and the school management strategy as a refuge place.
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が得られる。
伊都中央高校の事例でも、学校が避難所となった場
合に、学校が果たせる支援の範囲や役割、避難所とし
て使用する際の「避難者の居住する場所」「学校の占有
する場所」「学校と避難者との共有場所」の明確化、鍵
の保管・開錠及び休日・夜間や早朝の発災時の対応な
どについて、一つ一つ協議し、確認し合いながらお互
いの共通理解を図っている。
ところで、避難所運営は、災害の状況や避難者の変
動、あるいは災害発生が平日・昼間か休日・夜間によ
っても状況が大きく変わってくる。
特に、災害発生が生徒の在校中であれば、生徒の安
全確保と地域住民の避難誘導が同時となるため、避難
所運営に係る業務に対応可能な教職員数及び避難所と
して使用できるスペースが限定したものにならざるを
得ない。
このため、今後は、学校が実施する地震避難訓練に
地域住民等も参加し、地震避難訓練と避難所開設訓練
を同時に実施して課題を洗い出すことが望まれる。
８.おわりに
2017年度の防災の日を前に、紀北地域の高等学校２
校と、津波到達時間が５分以内の紀南地域の高校１校
の学校代表生徒が集まり、防災について事前会議をお
こなった。その席上、紀南地域の生徒が防災のことに
ついて発言し、「私たちの地域は、地震発生から５分以
内に津波が来る。お年寄りの人たちの声は、『私たちは
逃げてもしかたないから逃げない』と言う。どうした
らよいか」という地域の人の声を伝えた。防災教育に
おいて「想定にとらわれない」「最善をつくし」「率先
避難者たれ」という津波３原則のもとに避難訓練をし
ている高校生たちと地域の人との意識の違いを明確に
した。
全国的に行政主導による防災対策が推進されてきた
結果、住民の行政依存の意識が形成されてきたゆえに、
(※)「言われたら逃げる」姿勢が住民の敏速な避難行
動を妨げていると言われている。「逃げても助からな
い」と言うお年寄りの姿勢は、被害を大きくする可能
性がある。
今回の５つの高等学校での災害発生時の取り組みは、
防災教育として評価できるものであるが「点」として
の取り組みである。今後は、地域として、近隣の小学
校、中学校や自治会等がその取り組みを共有し「面」
としての防災活動につなげ、地域の「率先避難者」を
育成していかなければならない。
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